
1

衆議院東日本大震災復興特別委員会ニュース

平成 23.8.2 第 177 回国会第 18 号

８月２日（火）、第 18回の委員会が開かれました。

１ 東日本大震災により生じた廃棄物の処理の特例に関する法律案（内閣提出第 85 号）

東日本大震災により生じた災害廃棄物の処理に関する特別措置法案（小里泰弘君外 10名提出、衆法第 19号）

・江田環境大臣、鹿野農林水産大臣、大畠国土交通大臣、細野国務大臣（原発事故の収束及び再発防止担当）、平野国

務大臣（復興対策担当・防災担当）、鈴木総務副大臣、尾立財務大臣政務官、樋高環境大臣政務官及び政府参考人並び

に提出者小里泰弘君（自民）、江田康幸君（公明）及び山内康一君（みんな）に質疑を行いました。

（質疑者及び主な質疑内容）

橋 本 清 仁君（民主）

・広域処理可能な災害廃棄物に係る放射性物質の濃度基準

を国が早急に決定し、国民が安心できる広域処理体制を

構築すべきと考えるが、江田環境大臣の所見を伺いたい。

・閣法において、災害廃棄物処理に対する国庫補助率を 10

割にしなかった理由及び 10 割にした場合の問題点につ

いて伺いたい。

・地方交付税の不交付団体に対しても災害廃棄物処理に係

る国の財政援助を行う必要があると考えるが、政府の考

えを伺いたい。

秋 葉 賢 也君（自民）

・被災地において崖崩れの危険性が高まっている状況を踏

まえ、宅地に係る応急措置を早急に講じる必要があると

考えるが、大畠国土交通大臣の所見を伺いたい。

・宅地被害の復旧等に係る国庫補助要件を緩和する必要性

について、大畠国土交通大臣の所見を伺いたい。

・被災地の宅地を震災発生前の価格で国が買い上げるべき

との意見について、平野復興対策担当大臣の所見を伺い

たい。

井 上 信 治君（自民）

・放射性物質により汚染された災害廃棄物の処理について

は、国が責任を持って取り組まなければならない課題で

あることから、政府が閣法として提出すべきと考えるが、

江田環境大臣の所見を伺いたい。

・被災地の災害廃棄物処理は復興への大前提であって優先

度が高いことを踏まえ、その処理費用の全額を国が補助

する必要があると考えるが、江田環境大臣の所見を伺い

たい。

・災害廃棄物処理に当たっての地元雇用の確保と被災地域

外の事業者の活用の在り方に関し、国として明確な指針

を示す必要性について伺いたい。

斉 藤 鉄 夫君（公明）

・閣法及び衆法における災害廃棄物処理に対する国の責任

について、江田環境大臣及び衆法提出者に伺いたい。

・衆法の災害廃棄物処理に係る国庫補助率 10 割の規定に対

し、国と地方の適切な役割分担に反する等といった問題

点が指摘されているが、これに対する衆法提出者の所見

を伺いたい。

・広域処理について費用負担を含め、全面的に国の責務と

すべきと考えるが、江田環境大臣及び衆法提出者の所見

を伺いたい。

高 橋 千鶴子君（共産）

・国の災害廃棄物処理事業費について、被災自治体にとっ

ては申請事務手続が負担となっており、概算払い方式で

はなく年度末の精算払いを選択した自治体もある。被災

地の再建を促進するためにも、全額国庫補助制度とすべ

きと考えるが、江田環境大臣の見解を伺いたい。

・災害廃棄物の撤去に従事する労働者の適正な労働環境を

確保するためには、適正な賃金水準等を確保する必要が

あるが、国としてどのような施策を講ずるべきか、江田

環境大臣及び衆法提出者に伺いたい。

・農地に散乱している災害廃棄物を早急に撤去して３年以

内に農地として復旧すべきであると考えるが、鹿野農林

水産大臣の取組方針を伺いたい。

中 島 隆 利君（社民）

・災害廃棄物処理を市町村から県に事務委託することで国

への補助申請に係る事務手続が煩雑となって災害廃棄物

処理事業費補助金の執行が遅れているのではないか。国

が全額補助することにより、処理がどの程度迅速化する
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と見込まれるか、江田環境大臣及び衆法提出者に伺いた

い。

・政令改正により災害廃棄物処理の再委託が例外的に認め

られたことに伴い、下請業者の賃金や労働条件が悪化す

るおそれがある。この再委託が行われる場合において、

国による監視体制及び処理を行う労働者の賃金、労働条

件、安全対策等の確保の仕組み並びに責任体制をどのよ

うにしていくか、江田環境大臣及び厚生労働省に伺いた

い。

柿 澤 未 途君（みんな）

・災害廃棄物の処理を迅速化させるためにも、その処理に

係る契約形態を日給制から時給制に見直すこと等を国が

被災自治体に助言していく必要があると考えるが、江田

環境大臣の所見を伺いたい。

・福島第一原子力発電所の周辺で広範囲に汚染された土壌

の除染や放射性物質に汚染された廃棄物の処理に際し、

国だけではなく土壌浄化等に関する知見を有する民間の

専門家等を集め、除染センターのような機関をつくる必

要があると考えるが、細野原発事故担当大臣に伺いたい。


